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参考資料：研究設備・機器の共用化促進



内閣府 科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和４年４月２１日）
科学技術・イノベーション推進事務局 参事官（エビデンス担当）「研究設備・機器の共用化に関する見える化」より抜粋
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参考資料：研究設備・機器の共用化促進



内閣府 科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和４年４月２１日）
科学技術・イノベーション推進事務局 参事官（エビデンス担当）「研究設備・機器の共用化に関する見える化」より抜粋
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参考資料：研究設備・機器の共用化促進
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参考資料：研究設備・機器の共用化促進、技術職員等専門職人材の処遇改善



も関連

文部科学省「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン概要」
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参考資料：技術職員等専門職人材の処遇改善（研究設備・機器の共用化促進）
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注：
① FTE値である。ただし、日本の大学はHC（実数）である。
② 日本のテクニシャンは「研究補助者」である。その他の支援スタッフは「技能者」及び

「研究事務その他の関係者」である。
③ フランスは暫定値である。
④ 英国の大学の研究支援者は見積り値である。
⑤ 韓国のテクニシャンは「研究支援・技能人材」である。その他の支援スタッフは「研究行

政・その他の支援人材」である。
資料：
日本：総務省、「科学技術研究調査報告」
その他の国：OECD，“R&D Statistics”

(出典）文部科学省 科学技術・学術政策研究所、
科学技術指標2022、調査資料-318、2022年8月
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中間まとめ主要国の部門別研究者一人当たりの業務別研究支援者数

内閣府 科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合（令和４年９月１日）
研究に専念する時間の確保について（中間まとめ案）より抜粋

参考資料：技術職員等専門職人材の処遇改善
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